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【要旨】 

オホーツク海の過去 30 年分の波浪を波浪推算モデル SWAN を用いて計算し、港湾構造物の設計で用いる 50

年確率波高の近年の変化について検討するとともに、将来的な気象変動を考慮した 50 年確率波高についても検

討を行った。その結果、近年は海氷面積の減少が著しい海域が存在し、将来的にも著しく減少する可能性が高い

ことが確認できた。さらに、将来的には、北海道沿岸のほぼ全域において、最大風速および 50 年確率波高が大

幅に増加することが明らかとなった。 
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１．はじめに 

地球温暖化の影響により、オホーツク海沿岸の海

氷面積が近年減少傾向にある 1)とともに、将来的にも

著しく減少する可能性が高いことが気象庁 2)により報

告されているが、港湾構造物の設計で用いられている

確率波高は、最新の波浪データを含めて算出していな

い事が多い。 

これは、供用年数を 50 年などの長期に設定した確

率波高を上回るような波浪事象は、頻繁に起こらない

ためである。しかし、菅原ら 1)が長期的トレンドとし

て、オホーツク海の海氷の減少傾向および冬期波浪エ

ネルギーの増加傾向を確認していることから、確率波

高自体も変動している可能性がある。 

また、将来的な気象変動を考慮した 50 年確率波高

（以下 H50）の変化を把握することは、今後の港湾施

設の維持管理および防災体制を検討していく上で重要

と考える。 

このため、本研究では北海道周辺海域の過去 30 年

分の波浪事象について、波浪推算モデル SWAN を用

いて連続計算し、極値統計解析により近年の確率波高

の変化について検討する。また、将来的な気象変動を

考慮した H50の変化については、革新プログラム（気

象庁・気象研究所）による最新の超高解像度全球気候

モデル（以下、MRI-AGCM3.2S）の温暖化予測実験結

果(Mizuta ら 3)
)を波浪推算の外力条件として直接用い、

将来気候における北海道沿岸における確率波高の変化

を定量的に予測する。 

 

２．オホーツク海における近年の確率波高の変化 

２．１ 検討方法 

波浪推算の計算領域は図-1 に示すように、北緯

40°～64°、東経 130°～165°範囲で実施した。波

浪推算モデルはデルフト工科大学で開発された

SWAN （ Simulating Waves Nearshore 、 Cycle Ⅲ 

Ver.40.81）を用いた。格子間隔は 0.15°、計算時間ス

テップは 10min とし、周波数分割数は 30 成分(0.04～

1.0Hz)、方向スペクトル分割数は 36 成分とした。風

による波の発達項については、Janssen
4)を用いた。海

上風データは NCEP（National Centers for Environmental 

Prediction)の Web上で公開されている 10m高度の風速

再解析値 NCEP-Reanalysis2（空間解像度 1.875°×

1.905°）を用いた（以下、NCEP 風）。NCEP 風の時

間解像度は 6hr間隔となっている。 

波浪推算期間については、1979 年 1 月 1 日～2008

年 12月 31日の長期間における連続計算を行った。海

＜計算領域＞ 

lon=130～165° 

lat=40～64° 

図-1  計算領域 
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氷存在時の波浪推算手法については菅原ら 5)に従い、

風速を海氷密接度に応じて減少させる手法とした。 

現地波浪データは、水深 50m 地点のナウファス紋

別（N44°19′04″、E143°36′25″）6)を用いた。

計算値の出力地点はナウファス紋別に最も近い計算格

子点上の値を用いた。また、海氷域の分布範囲は、気

象庁 7)が公開している 5日毎の海氷分布図を用い、海

氷画像データから RGB カラー情報を抽出し密接度を

数値化したデータを用いた。なお、海氷分布図には、

海氷の密集割合（以下、海氷密接度）が４区分（1～3、

4～6、7～8、9～10）に色別に表現されており、密接

度 10 とは海面が完全に海氷に覆われており、密接度

1 とは海面の 10%が海氷に覆われていることを示して

いる。 

H50は SWANによる 30年分の推算結果から合田 8)の

手法に従い統計処理を行った。極値資料としては極大

値を対象とし、閾値は全データ数の 3～5%となるよ

うに格子毎に設定した。また、1979～1993 年の 15 年

間（以下、term15）と 1979～2008 年の 30 年間（以下、

term30）の期間毎に H50を算出し、term15と term30の

H50 を比較することで、近年の変化を検討することと

した。 

 

２．２ 近年の最大風速および海氷面積の変化 

図-2 に、term15 から term30 における最大風速の変

化率を示す。図より、近年は千島列島南東部やカムチ

ャッカ半島東部において風速が大幅に増加しており、

北海道周辺では日本海沿岸北部およびオホーツク海沿

岸での増加が特に顕著である。また、年間全体（左図、

Jan-Dec）より冬期間（右図、Jan-Mar）の方が最大風

速の増加が顕著である。H50 には極値統計解析上、最

大風速の影響が多分に表れるため、オホーツク海沿岸

および日本海沿岸北部では特に H50が増大すると推測

される。図-3a)に、term15 から term30 における近年

の海氷出現確率の変化を示す。オホーツク海では全体

的に海氷出現確率が低下しており、10%以上減少して

いる領域もみられる。また、北海道のオホーツク海沿

岸でも約 4%程度出現確率が減少している。 

 

２．３ 近年の 50年確率波高H0の変化 

図-3b)は、近年の H50の変化として term30と term15

の H50の差を示している。H50の増加区域は、図-2 の

風速増加区域と概ね対応していることから、近年の確

率波高の増加要因としては、最大風速の増加の影響が

大きいことが確認できる。 

図-4に、北海道沿岸の地域別の H50および最大風速

の変化を示す。H50 の増減量は最大風速の変化に概ね

対応しており、風速の増大が顕著なオホーツク海沿岸

の A 区域および日本海側北部の F 区域において確率

波高が 1～2m程度増大している。なお、水口ら 9)は、

図-2  近年の最大風速の変化率 

Jan-Dec Jan-Mar 

a) 海氷出現確率 b) 確率波高H50 

図-3  近年の海氷出現確率および H0の変化 

図-4 北海道沿岸のH50および最大風速の将来変化 
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オホーツク海に面する網走港を対象に、過去に算出し

た確率波高を WAMによる波浪推算結果により検討し

ている。その結果、最新の波浪データを含めると 2m

程度確率波高が増大することを確認している。このこ

とから、設計上の確率波高が過去の波高データにより

統計解析されている場合には、実体と異なることも想

定される。今後、必要に応じて確率波高の妥当性につ

いて検討を行うことが望ましい。 

 

２．４ 海氷の有無が 50年確率波高H0に与える影響 

一般的に全球モデルを対象にした波浪推算を行う

場合、海氷を考慮せずに波浪推算を実施しているよう

に思われる。この場合、氷海域では H50が過大に算出

されるおそれがある。 

図-5に、海氷の有無が H50に与える影響として、前

述 2.3の図-3b)で示した海氷密接度に応じて風速を低

減させた場合と、海氷を考慮しない場合の差を示す。

カムチャッカ半島北部およびアムール川からサハリン

の海氷密接度が高い地域において、波高差が 4m 以上

となっている。このことは、海氷を考慮せずに波浪推

算を実施すると、確率波高を 4m 以上も過大評価する

領域が存在することを示している。また、北海道東部

沿岸および根室半島南部でも 1～2m の波高差がみら

れることから、北海道沿岸部の設計波を算出する際に

は、従来どおり海氷を考慮すべきである。 

 

３．将来気候におけるオホーツク海の波高変化 

３．１ 検討方法 

 次に、MRI-AGCM3.2S を用いて、将来気候におけ

る H50を算出する。対象期間は温暖化予測実験結果の

内、1979～2003 年（現在気候）、2015～2039 年（近

未来気候）および 2075～2099 年（将来気候）の３期

間とした。また、波浪推算で用いる外力は、MRI-

AGCM3.2S の出力値である地上 10m の海上風速 U10

（空間解像度は約 20km、時間解像度 3 時間間隔）と

し、海氷期については MRI-AGCM3.2S の境界条件と

して用いられている月別の海氷分布 10)から菅原ら 11)

に従い海氷密接度に応じて風速を低減させた。 

波浪推算の計算領域は図-1 の第１領域を対象とし

た。推算期間は、現在・近未来・将来気候の各期間毎

25 年分の計算を行い、延べ 75 年分の計算を実施した。

その他の波浪推算方法は、前述 2.1と同様である。 

 

３．２ 海氷面積および風速の将来変化 

図-6 に、水田ら 10)の月別海氷分布をもとに算出し

た現在気候および将来気候における海氷出現確率を示

す。将来気候の海氷出現確率は、現在気候において出

現確率が比較的小さく、海氷周縁部に相当する領域で

の減少率が大きい。北海道東部から約 200km の範囲

では、海氷の出現確率が近未来気候で約 30%、将来

気候で約 70%減少している。今後、北海道沿岸での

海氷による波浪抑制効果が低減し、冬期波浪は一層増

大するものと考えられる。一方、将来気候においても

依然として広範囲で海氷は存在するため、波浪推算上、

前述 2.4で示したとおり確率波高を算出する際には海

氷の影響を考慮する必要がある。 

図-7に、MRI-AGCM3.2Sの U10をもとに算出した近

未来気候および将来気候における現在気候に対する最

大風速の変化率を示す。近未来および将来気候ともに、

サハリン北部や日本海側での風速の増加傾向がみられ

現在気候 将来気候 

図-6  将来気候の海氷出現確率 

図-5  海氷の有無が H50に与える影響 
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る。また、近未来気候では北海道沿岸の風速増加は顕

著でないが、将来気候においては北海道全域で風速が

増加しており、太平洋沿岸西部で約 30%、日本海沿

岸南部で約 15%、オホーツク海沿岸で約 10%風速が

増加している。 

 

３．３ ５０年確率波高Ｈ50の将来変化 

図-8に、近未来および将来気候における H50の現在

気候との差を示す。近未来気候では千島列島付近や日

本海北西部における H50の増加が顕著である。これに

対して、将来気候では北海道の日本海側から太平洋沿

岸にかけて H50が増加しているが、これは図-7の最大

風速の変化率の分布に概ね対応している。 

図-9に、北海道沿岸の地域別の H50のおよび最大風

速の変化を示す。H50 の増減量は最大風速の変化率に

概ね対応している。近未来気候では、最大風速の変化

が少なく、確率波高の増加量も全地域で 1m 未満とな

っている。一方、将来気候においては B 区域以外の

地域で H50が大幅に増加しており、特に日本海側の E

区域および F区域では H50が約 4～5m増加している。

このことから、将来気候については日本海側から太平

洋にかけて H50の増加が顕著となるが、近未来気候で

は図-4 の近年の変化を含めると、オホーツク海沿岸

や日本海沿岸北部で波浪による沿岸施設への影響が増

大すると考えられる。 

 

３．４ 冬期波浪が確率波高に与える影響 

図-10(a)に、現在気候に対する将来気候での海氷密

接度の変化を、図-10(b)に、将来の海氷減少が H50に

与える影響として、海氷分布が現在気候の場合と将来

気候の場合の H50の差を示す。なお、海氷分布が現在

気候のパターンでは、例えば 2075年 1月では 1979年

1 月，2099 年 3 月では 2003 年 3 月の海氷分布という

ように、現在気候 25 年間と同じ海氷分布および出現

  

図-9 北海道沿岸のH50および最大風速の将来変化 

図-10  将来気候における海氷減少が H50に与える影響 

(a) 海氷密接度の変化 (b) 海氷減少によるH50 
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図-8  将来の 50年確率波高 H50の変化 
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順序としている。 

将来気候の海氷密接度は全体的に減少し、図-5 と

同様に，現在気候の密接度が高い地域での波高差が特

に大きく、北海道東部でも 1m 程度の波高差がみられ

る。このことから、将来気候における H50の変化は全

体的には風速の影響が大きいが、海氷密接度の大きい

サハリン周辺から北海道にかけては、海氷減少の影響

が大きいことが確認された。 

 

４．まとめ 

本年度得られた主要な研究成果を以下に示す。 

1) 海氷を考慮せずに確率波高を算出すると、確率波

高を過大評価することになり、その範囲はオホー

ツク海だけでなく北海道東部沿岸から根室半島南

部にまでおよぶことが確認された。 

2) 近年では、風速の増大区域に対応する、北海道の

オホーツク海沿岸および日本海沿岸北部において

確率波高が約 2m 増加していることから、設計波

が過去の波高データにより統計解析されている場

合には、実体と異なることも想定されるため、今

後、必要に応じて確率波高の妥当性について検討

を行うことが望ましい。 

3) MRI-AGCM3.2S の温暖化予測実験結果を用いて、

将来気候におけるオホーツク海の波高変化を検討

した結果、将来気候においては海氷の出現確率が

大幅に減少し、風速の増大区域に対応する北海道

の日本海側では 4m 以上も確率波高が増大するこ

とが明らかとなった。 
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Abstract: This study calculated the surge for the past 30 years of the Sea of Okhotsk using surge estimation 

model “SWAN” and examined a recent change of the 50-year stochastic wave height to use by the design of 

the harbor structure and examined the 50-year stochastic wave height  in consideration of a future weather 

change. Consequently, the ice-infested sea area decreased and confirmed that it was more likely to decrease 

in the future. Moreover, the maximum wind speed increased in the large range of the Sea of Japan from the 

Sea of Okhotsk, and the increase of 50-year stochastic wave height was proved in the whole area of the 

Hokkaido coast. 
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